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第1章 序論 
 平成 7 年の阪神・淡路大震災をきっかけに、当時関係府省がそれぞれ独自に GIS(地理情報シ
ステム：Geographic Information System)のシステムやデータを整備した。しかし、それぞれが独
自に行ったために効率的な整備や相互利用を行うことが出来なかった。そこで同年 9 月内閣に
地理情報システム関係省庁連絡会議が設置され、GIS 普及のための施策を講じた。平成 8 年 12
月に地理情報システム関係省庁連絡会議により国土空間データ基盤の整備及び GIS の普及の
促進に関する長期計画が決定し、政府による本格的な GIS の普及への取り組みが開始された。
また平成 11 年 3 月に国土空間データ基本標準及び整備計画が決定され、その中で地方自治体
への GIS の普及促進のための支援活動が行われた。地方自治体の複数の部局が利用するデータ
を各部局が共有できるよう整備し利用する統合型 GIS に関する指針及び共用空間データの調
達仕様書・基本仕様書の提示並びに共用空間データ整備についての地方財政措置の実施などを
行ったほか、地域における GIS 普及のための検討や各種モデル事業の実施が進められた。これ
により地方自治体においても徐々に GIS が普及していった。 
農業分野においても、GIS による農地情報の整備・活用が効果的かつ効率的なものとなるよ
う農地情報の活用に関する普及・啓発等の支援を行うことを目的に農地情報活用支援事業を行
い、また関係機関で情報共有が進むよう農地情報共有化支援事業も行われた。さらに土地改良
事業団体連合会が農地や水利施設等に関する地図情報データベースを都道府県単位のまとま
りで整備し、農業者等へ広く提供することにより農村の振興等を目的とした水土里情報利活用
促進事業を実施。事業内容は情報システムの開発、農地や水利施設等に関する情報の収集・整
備、情報システムの運用である。北海道でも北海道土地改良事業団体連合会(水土里ネット北海
道)が平成 23 年度に水土里情報システムの運用を開始している。 
総務省事業である都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を
移した者を、地方自治体が「地域おこし協力隊」として委嘱、隊員は地域おこしの支援や住民
の生活支援等の地域協力活動を行いながら地域への定住・定着を図り、地域力の維持・強化を
目指す取り組みがある。筆者は以前地域おこし協力隊事業で北海道中川郡中川町を訪れ、地域
おこし協力隊として中川町役場で働いていた。その中で、地方自治体における GIS の現状を生
で見ることができ、更に GIS を取り巻くそれぞれの意識や、課題も直に感じることができた。
GIS の導入・利用は広がってきているとデータでは単純に見ることができたが、現実を見ると
簡単には言えないということがわかり、また小さな町だからこそ出来ることももちろんあるが、
出来ないことがとても多く、また自治体だからこそ見えてくる課題も多かった。さらに中川町
での活動を通して、これらは決して中川町に限ったことではなく、北海道の多くの市町村が
GIS の利用に関して同じような課題を抱えているであろうことを知った。 
このように地方自治体での GIS の普及は進んできているが、実際のところは GIS の効率的・
効果的な利用にはまだ繋がっていないのではないかという状態が見えてきた。そこで本研究で
は地方自治体における農業 GIS の現状を調査し、現状の課題を把握した上で農業振興のための
より効率的・効果的な GIS 利用の提案をすることを目的とした。 
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第2章 方法 
2.1 先行事例の調査 
 北海道地方自治体における農業 GIS の現状を調査する前に、農業分野における GIS 利用の先
行事例の調査を行った。 
 
2.2 農業 GIS の現状の調査 
アンケート調査 
 北海道全地方自治体を対象に北海道庁農政部にご協力いただき、農業 GIS に関するアンケー
ト作成・調査を行った。アンケート結果から GIS ベクターデータを作成(ESRI Shape File 形式)、
ArcGIS4.0(ESRI 社)を用いて質問項目毎にコロプレス図を作成した。 
 
ヒアリング調査 
 北海道中川郡中川町を例として実際の地方自治体での GIS 利用の現状を詳しく調査した。調
査対象は中川町役場産業振興課産業振興室で、農業担当と林業担当の方に以下 4 点の GIS 利用
についてのヒアリングを行った。 
1． GIS に係る設備・情報についての調査(ソフト、データ、その他導入時期や予算等) 
2． GIS を利用した業務内容の調査(業務内容、利用するデータ・GIS 機能) 
3． GIS データの関係機関との共有についての調査(共有の有無と現状等) 
4． 今後の GIS に関する希望や要望の調査 
 
2.3 地方自治体における農業振興のための GIS 利用の提案 
 アンケート調査、ヒアリング調査の結果から現状の課題を考察し、農業振興のために GIS を
有効利用していける実現可能な計画を提案した。 
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第3章 調査結果・考察 
4.1 先行事例の調査 
【農業 GIS の事例】 
1．宮崎市農政部農政企画課：GIS を活用した農用地の有効利用の実現 
それまで宮崎市では農業政策のための地番図がなく、事業計画策定等の際には他部署への照
会を必要としていた。また農用地確認作業が図面等を利用した手作業で効率が悪く、農用地の
情報提供にも手間と時間を要していた。 
そこで宮崎市では市町村合併による農業振興地域整備計画管理の一元化に伴い、平成 18 年
同市建築部がすでに導入していたシステムを利用して農用地情報管理システムを構築し、農用
地情報を一元管理していくこととした。 
農用地情報管理システムにより、地番毎の農用地情報、園芸施設情報、畜産施設情報が構築
され、関係部署と情報を共有できるようになった。また農業振興地域の農地の違法流用等につ
いてシステムを活用して改善指導を行い、更に遊休農地の所有者に対してアンケート調査を行
い、貸付可能な農用地をシステムにデータ入力し、農用地を借りたい農業者への斡旋を行うこ
とで遊休農地の有効利用も行っている。 
この農用地情報管理システムを構築したことで、農用地管理事務作業が 90％削減され大幅に
負担が軽減し、農用地のデータが共有できるようになったことで施策推進業務等が円滑に運営
されるようになった。また遊休農地の有効利用や農地集積が行えるようになり、規模拡大を目
指す生産者や集落営農の組織化を準備する地域の意欲が向上する等の効果を得ることができ
た。 
 
2．鳥取県土地改良事業団体連合会(水土里ネットとっとり)： 
モバイル GIS、GPS を活用した樹園地管理システムの開発 
鳥取県は二十世紀梨の産地として知られ、全国一の収穫量を誇り世界中に輸出されています。
これまで農業共済(NOSAI)では二十世紀梨の樹園地は紙の台帳によって管理されてきたが、更
新が容易でないことから用法が古くなり、結果的に情報の確実性に欠けてしまうという課題が
あった。 
水土里ネットとっとりは平成23年度より県、農業委員会、再生協議会を含む市町村、NOSAI、
農業協同組合(JA)等へ鳥取県版水土里情報システムを提供し始め、平成 24 年度 2 月 NOSAI か
ら水土里ネットとっとりへこれまでの課題を解決するために樹園地台帳の作成にあたり水土
里情報システムと連携をしたいという提案をきっかけに樹園地管理システムの開発をアジア
プランニング株式会社と共に始めた。 
樹園地管理システムを開発するにあたり、NOSAI が保有する樹園地に関する情報とモバイル
GIS、GPS を活用して現地調査のための GIS ツールと樹園地を管理するためのツールの作成を
行った。樹園地の現地調査ツールを使用する流れは、まず管理端末となるデスクトップ PC 上
で ArcGIS for Desktop を用いて調査用データを切り出し、それを Arc pad の動作するモバイル端
末へ流し込んで現地調査を実施し、そのデータを再度管理端末へ取り込む。モバイル端末には
GPS が内蔵されており、GPS 座標を利用した現在地の確認や航空写真による現地確認も可能。  
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これにより樹園地内各種情報をデータ管理できるようになり、モバイル GIS を活用すること
により航空写真を表示した状態で現地調査を行えるようになったために正確性が向上し、現地
調査時間も大幅に短縮。また調査結果を水土里情報システム上で確認でき、各機関で共有でき
るようになった。 
 
3．標茶町農業組合(JA しべちゃ)：空間情報を利用した地域創生推進への活動 
 標茶町は主に酪農地帯が広がっている。酪農地帯では草地に関する課題として雑草率の向上
や裸地の増加、それに伴う乳量や栄養価の低下、農地の散在による作業効率の低下がある。ま
た担い手や経営に関する課題には後継者や人手不足、担い手の減少、輸入飼料等各種生産資材
の高騰、飼料管理や草地管理にかけられる手間・コストの目減りがある。これらの問題がそれ
ぞれに相互に関係しあって問題が複雑化してしまっている。 
 これらの課題から今後生産性を高めていくには草地更新が必要となるが、一つやるだけでも
多くの手間やコストがかかってしまうため、どの圃場から更新していくべきか、どのような方
法で更新すべきか、情報を集約したり台帳を整備したりする必要がある。また散在している圃
場を集積し作業効率を高めていく必要があるため、これらを見える化し情報を共有して様々な
問題を解決していく手段の一つとして GIS 導入計画を立ち上げた。 
 導入した利用例としては、地形に関する情報を活用して水捌けの状態を調査するなど排水対
策や土地改良の必要性の判断をしたり、衛星画像から植生のばらつきを判断し、草地更新のた
めの判断データとしたりする。また土壌診断の計画を策定する業務では適切な肥培管理による
コスト低減や牧草品質の向上による産乳量の増加を狙い、土壌分析によって圃場の状態を GIS
で把握している。これらにより客観的且つ最適な営農指導が可能になってきた。 
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4.2 アンケート調査結果 
【アンケート内容】 
北海道の全地方自治体を対象に、北海道庁農政部にご協力いただき、各振興局を通してアン
ケートの依頼を行った。また農業振興地域を有していない市町村については除外し、対象市町
村は 167 市町村だった。 
 
調査票 
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対象市町村一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査数 回答数 対象市町村(農業振興地域を有する市町村) 調査対象外市町村
石狩 8 8 札幌、江別、千歳、恵庭、北広島、石狩、当別、新篠津
渡島 11 11 函館、北斗、松前、福島、知内、木古内、七飯、鹿部、森、八雲、長万部
桧山 7 7 江差、上ノ国、厚沢部、乙部、奥尻、今金、せたな
後志 18 18
小樽、島牧、寿都、黒松内、蘭越、ニセコ、真狩、留寿都、
喜茂別、京極、倶知安、共和、岩内、積丹、古平、仁木、
余市、赤井川
泊、神恵内
留萌 8 8 留萌、増毛、小平、苫前、羽幌、初山別、遠別、天塩
空知 22 22
夕張、岩見沢、美唄、芦別、赤平、三笠、滝川、砂川、
深川、南幌、奈井江、由仁、長沼、栗山、月形、浦臼、
新十津川、妹背牛、秩父別、雨竜、北竜、沼田
歌志内、
上砂川
宗谷 7 7 稚内、猿払、浜頓別、中頓別、枝幸、豊臣、幌延 礼文、利尻、利尻富士
上川 22 22
旭川、士別、名寄、富良野、鷹栖、東神楽、当麻、比布、
愛別、上川、東川、美瑛、上富良野、中富良野、占冠、
和寒、剣淵、下川、美深、音威子府、中川、幌加内
南富良野
日高 4 4 浦河、様似、えりも、新ひだか 日高、平取、新冠
オホーツク 17 17
網走、紋別、美幌、津別、斜里、清里、小清水、訓子府、
置戸、佐呂間、遠軽、湧別、滝上、興部、西興部、雄武、
大空
北見
釧路 8 8 釧路市、釧路町、厚岸、浜中、標茶、弟子屈、鶴居、白糠
胆振 11 11 室蘭、苫小牧、登別、伊達、豊浦、壮瞥、白老、厚真、洞爺湖、安平、むかわ
根室 5 5 根室、別海、中標津、標津、羅臼
十勝 19 19
帯広、音更、士幌、上士幌、新得、鹿追、清水、芽室、
中札内、更別、大樹、広尾、幕別、池田、豊頃、本別、
足寄、陸別、浦幌
合計数 167 167
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【アンケート結果】 
1．GIS の導入状況 
 GIS の現在の導入状況を調査した。GIS の導入ついては回答のあった 167 市町村中、導入済
が 131 市町村 78％、未導入が 36 市町村で 22％と導入している市町村が約 8 割で、GIS の導入
が進んできているといえる。未導入の市町村については一か所に固まっているところも多く、
振興局毎の方針や状況に左右されている可能性もあると考えられる。(図 1 参照) 
 
図 1 地方自治体 GIS 導入状況地図 
 
2．GIS 導入年度 
 GIS の導入時期を導入年度で調査した。図 2 より、平成 12 年度と平成 23 年度の導入数が多
いことがわかる。平成 12 年度については、国土空間データ基盤標準及び整備計画が策定され
たことが要因と考えられる。国土空間データ基盤標準及び整備計画は平成 11 年 3 月 GIS 関係
省庁連絡会議において、国土空間データ基盤の整備及び GIS の普及の促進に関する長期計画に
基づき策定され、平成 11 年度には地方自治体等への GIS の普及促進のための支援活動が行わ
れた。平成 23 年度については、同年度に始められた水土里情報システムの提供が要因と考え
られる。水土里情報システムは、北海道土地改良事業団体連合会、通称水土里ネット北海道が
水土里情報センター事業において会員に向け開発した Web 型 GIS で、平成 23 年度に提供と支
援を始めた。これらが大きな要因となり、北海道の地方自治体では大幅に GIS の導入が進んだ
と考えられる。 
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図 2 地方自治体 GIS 導入年度グラフ 
 
3．利用している GIS ソフトの種類 
 地方自治体それぞれの利用している GIS ソフトを調査した。利用数の多かったソフトは
ArcGIS 製品と Web 型 GIS の水土里情報システム、SIS 製品でした。(図 3 参照)  
ArcGIS は Esri 社の製品で、誰もが地図や情報を検索、作成、共有、利用できるようにする
ための統合プラットホームである。すぐに利用可能な豊富な地図データや、簡単な設定のみで
業務に活用できる各種アプリが提供されている。ArcGIS のメリットは位置や形状に加えて、
量、性質、密度、傾向などの目に見えない情報も可視化でき、豊かな地図表現力により状況や
特徴をわかりやすく伝達することでより最適な意思決定ができること。また、インターネット
に接続できる環境であれば、すぐに背景地図や災害情報地図、世界中のユーザーが作成して共
有したマップコンテンツを利用することができ、ユーザー自身が地図データを作成したり、メ
ンテナンスをしたりする必要なくデスクトップ、Web、モバイル等あらゆる環境ですぐに利用
することができる。さらに ArcGIS は他の IT システムと親和性が高く、どのようなニーズにも
対応し柔軟にシステムを構成することができる。一番のメリットは ArcGIS が世界約 30 万以上
の企業・団体にて利用されており、ESRI ジャパンでは製品サポート、様々な種類のトレーニ
ング、コンサルティング、ユーザー会など、ユーザーが ArcGIS を利用する上で役立つものを
豊富に提供しているので安心して利用できることである。 
水土里情報システムは土地改良事業団体連合会が農地等地図情報運用支援事業で地域にお
ける農地や農業水利施設等の情報の共有化と相互利用を可能とするため開発し運用管理を実
施しているもので、土地改良区や市町村等の利用団体が農地等地図情報データベースを有効に
活用し、継続的に運用するための支援を行っている。衛星写真、航空写真等を背景図とし、そ
の上に地番図、耕区図、水利施設、区域図等の図を重ねて表示することができ、またこの図形
に利用団体が保有する様々な情報を登録することができるため、効率的な業務を行うことがで
きる。システムに登録されたデータはクラウドセンターで管理され、利用者が情報を閲覧する
ことができ、関係団体間でも合意があれば情報を共有することができる。 
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最後に、SIS は株式会社インフォマティクスの製品で、最新テクノロジーで構築された本格
的なGISソフトである。業務の規模や予算、用途に応じた柔軟なGIS開発の基盤製品として様々
な分野での業務効率化やサービス向上を支援している。高い拡張性とカスタマイズ性を備えて
おり、様々な用途や規模の開発に柔軟に対応する。また約 150 種類もの地図データを変換する
ことなく直接読み込むことができ、相互運用性も備えている。他にも、自治体・民間企業等の
様々な分野で豊富な導入実績があり、個々の業務に応じた GIS システム、GIS アプリケーショ
ン、Web 型 GIS、統合型 GIS などの受託開発を行っている。 
 
 
図 3 利用 GIS ソフト表 
 
4．GIS データの作成委託 
 GIS データの作成状況を調査した。GIS データの作成を外部に委託している市町村が全体の
86％で一番多い。今後の GIS の発展を考えていくと市町村内でデータの作成も行えることが自
治体としては理想的であると考えられますが、市町村内企業及び委託なしの回答はわずか 19％
だった。 
ソフト名 導入数 ソフト名 導入数
ArcGIS 44 GEOSIS 1
水土里情報システム 20 pasCAL web 1
SIS 15 ULIS 1
Segios 9 geomedia 1
Scan Survey 5 Oh-Map ver3 1
QGIS 4 パーソナルサーベイ測量CADシステム 1
Hunes NetGIS 3 農地管理地図システム 1
PC-MAPPING 3 農地情報管理システム 1
水土里GIS Light 3 農地台帳システム 1
独自 3 農地地図情報システム 1
GISAｐ Ｗｅｂ 2 農業振興支援システム 1
Ｍａｐ Ｉｎｆｏ Ｒｕｎｔｉｍｅ 3 KGS農政業務支援システム 1
NET GIS 2 不明 2
ATOM 1
導入ソフト
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図 4 GIS データ作成委託情報地図 
 
5．関係機関との情報の共有(庁内 LAN やインターネット回線等を通じた相互利用)状況 
 GIS データを関係機関と共有できているか調査した。できているのは全体の 21％、共有でき
ていないのは 77％である。図 5 より、共有できる機関は農業協同組合が多く、その他には農業
委員会、農業共済組合、農業振興公社、協議会加盟市町村、水土里ネット北海道がある。共有
できていない理由としては、各機関が個々に GIS を整備したために規格が違うとデータを共有
することができず、新たに統一して整備することも予算的に厳しいということが考えられる。 
 
図 5 GIS データ共有状況地図 
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6．現在 GIS を利用している業務内容と今後利用したい業務内容 
 現在 GIS を利用して実際に行っている業務内容と今後利用したい業務内容について調査し
た。図 6 より業務内容ごと現在の利用数を見ると、①、②、③、⑧の利用数が多かった。これ
らの内容を見ると、農業における業務遂行の為に必要になる内容は行っているところが多いこ
とがわかる。また⑤、⑥、⑦、⑩に関しては利用数が少ない。内容を見ると、どれも農家の協
力が必要になるものや現地調査が必須になるものが多く、人手や時間が必要になることと情報
整備に手間がとてもかかることがわかる。 
今後利用したい業務内容では、例えば①農振農用地区域に関する農地編入・除外地の管理等
のように現在利用している業務内容で多かった項目に関しては、今後利用したいと考えている
自治体が多いことが解る。また⑤耕作放棄地の実態管理や⑥作付け計画や作付履歴に関する情
報の管理等のように現在利用数が少ない業務内容では、今後利用していきたいという回答が多
くあった。 
 
図 6 業務内容毎の現在の利用数と今後利用したい希望数の表 
 
業務内容毎に現在利用しているところと今後利用したいところを図 7 のように地図で比べ、
より解りやすくそれぞれの傾向を見る。例えば①農振農用地区域に関する農地編入・除外地の
管理は、図 6 で現在も今後の希望も多いという結果になっており、地図で見てもかなり増えて
いることがわかる。また⑥作付計画や作付履歴に関する情報の管理は、図 6 で現在は少ないが
今後の希望は多いという結果になっており、地図で見るとまだまだ未利用が多いながらも各地
で増えていることがわかる。その他にも地図にすることにより各地方自治体の傾向や地域差等
も同時に見ることができる。 
 また現在利用している業務内容ではその他に業務に係る土地情報の照会、土地改良区施設の
管理、経営所得安定対策事務、畑間のルート及び施設箇所等の把握、航空写真と地籍情報の比
較確認、森林整備に関する情報の管理等があった。今後利用したい業務内容ではその他に農地
の土壌分布図の整理があった。 
 
 
 
 
現在 希望
71 39
55 21
60 22
48 18
34 16
28 29
8 21
55 28
39 33
36 36
⑦栽培履歴に関する情報の管理
⑧各種交付金に関する協定対象農地の管理
⑨町有地や農地河川(排水路)、農道(耕作道)など
⑩農業生産基盤整備の実施要望や整備履歴に関する情報の管理
⑤耕作放棄地の実態管理
⑥作付計画や作付履歴に関する情報の管理
業務内容
①農振農用地区域に関する農地編入・除外地の管理
②農地転用に関する情報の管理
③農家台帳の管理
④農地の賃貸・売買意向など農地流動化に関する情報の管理
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現在 GIS を利用している業務       今後 GIS を利用したい業務 
① 農振農用地区域に関する農地編入・除外地の管理 
 
② 農地転用に関する情報の管理 
 
③ 農家台帳の管理 
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④ 農地の賃貸・売買意向など農地流動化に関する情報の管理 
 
⑤ 耕作放棄地の実態管理 
 
⑥ 作付計画や作付履歴に関する情報の管理 
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⑦ 栽培履歴に関する情報の管理 
 
⑧ 各種交付金に関する協定対象農地の管理 
 
⑨ 町有地や農地河川(排水路)、農地(耕作道)など 
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⑩ 農業生産基盤整備の実施要望や整備履歴に関する情報の管理 
 
図 7 GIS を利用した業務内容と今後利用希望の業務内容地図 
 
8．GIS 未導入の理由 
 GIS を導入していない地方自治体の、導入していないまたはできない理由を調査した。図 8
より予算不足が一番多く、人手不足、必要がなかったと続いた。必要がなかった・その他の理
由としては、農業委員会や他課で導入しているからというものや別システムを利用しているか
らというものがあった。 
図 8 GIS 未導入の理由地図 
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9．GIS の推進に関する要望 
 GIS の推進に関する要望をいくつかの地方自治体にお答えいただいた。以下紹介していく。 
 
・各 GIS ソフト間の基本操作の統一化とデータの汎用化を行ってほしい。(GIS ソフトが数多く
存在するため、異なる団体間で情報共有が図りづらい) 
・航空写真の更新が費用面で厳しいため、国土保全の観点からも国費補助や国土地理院等から
のすぐに使えるフォーマットでの無償提供などの制度を望みたい。 
・GIS の研修の回数を増やし、定期的に行ってほしい。 
・農政分野のみの利用ではなく、安価に市町村全体のシステムとして利用することが最も効率
的であると思われることから、他機関や他部局と連携を図りながら推進していくものとしてほ
しい。 
・導入に係る補助制度等整備されれば更なる利用が見込まれる。 
・GIS に関する電話、メール等による問い合わせの対応をお願いしたい。 
・水土里情報システムに加入しているが、データ量が多く必要なデータを確保するまでに時間
がかかり、実際のところ業務の中で殆ど使われていない。写真情報が新しくなるので確認のた
めに使っている状況。さらに使い勝手が良くなることを望む。 
 
 まとめると、GIS の導入・情報の更新に係る補助制度の整備、現在利用している GIS ソフト
でのデータの汎用化、GIS の研修及び問い合わせ等の要望があった。 
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4.2 ヒアリング調査結果 
 北海道中川郡中川町は北海道の北部に位置し、総面積は 597.74 ㎢。地形は山岳地と平野地に
大別され、平野地は一部の泥炭地を除き肥沃で農耕に適している。山地が全体の 84.50％、農
地が 5.91％、人口はわずか 1700 人弱の小さな町である。 
 
【農業 GIS】 
1．GIS に係る設備・情報についての調査 
導入時期 平成 27 年度(GIS 導入は平成 12 年度) 
予算 導入：900 万円 年間：90 万円 
ソフト Oh-Map ver3(地籍管理システム) 
 
データ 
図面情報 航空写真  
 地形図  
属性情報 地番 農家台帳(農家の世帯数、名簿) 
 地目 所有農地全筆 
 住所 経営状況(経営面積、 
 面積 トラクター数、納税情報) 
 所有者 貸付・借受面積 
 
2．GIS を利用した業務内容の調査 
【土地情報の検索・情報更新】 
 対象となる範囲を検索・表示し、地目毎に色分けをする。また地番毎の土地情報を表示し、
さらに地図上に反映することもでき、対象の土地情報を確認したり、紙媒体で関係機関に提供
したりすることも行っている。(これらの情報の更新等は委託している片山測量が行っている。) 
・使用する機能 
地図(属性)検索機能、色分け機能、属性処理機能、図面処理機能を使用 
18 
 
 
図 9 地目毎色分け図 
 
 
図 10 土地情報表示図・表 
 
【面積計算書、一筆図の表示・提供】 
 面積計算書・一筆図の提供を行っている。図●のように対象の地番を選択すると図●のよう
に表示され、一筆の面積と地図を確認する。この情報は業者へ道路の幅を広げる等の道路工事
の際、担当の土地の範囲を提供したり、住宅建設の際に土地の範囲を確認・分筆する場合は土
地の座標を確認するために使用したりしている。農家等の個人へも土地の境界の提供等を行っ
ている。 
・使用する機能 
 帳票印刷機能 
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図 11 面積計算書・一筆図対象地番選択図 
 
図 12 面積計算書・一筆図 
 
【各種帳票確認・更新】 
 農地の所有者の名前やご家族の情報が書かれた世帯情報、個人が所有しているすべての農地
が表示される経営農地等筆別表、土地の所有者が他者に土地を貸している情報が書かれた貸付
地筆別表、所有している土地の利用目的や面積、経営情報が書かれた土地総括表等の各種帳票
の確認や、情報の更新を(中川町役場で担当者が)行う。これらの情報の提供は現在されていな
い。 
・使用する機能 
 属性処理機能、帳票印刷機能 
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図 13 世帯情報 
 
 
図 14 経営農地等筆別表 
 
図 15 貸付地筆別表 
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図 16 土地統括表 
【作付面積の計測】 
 作付面積毎に買取金額が決められる場合や作付面積の情報を更新するとき等に GIS 上で距
離や面積を測ることもある。図のように選択するとその面積を図ることができ、この場合
25,585.2615855(m2)と表示される。 
・使用する機能 
 距離面積計測機能 
 
図 17 面積計測図 
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 しかし航空写真が古いことと精度の問題で誤差が大きくなるため、ある程度の把握をするこ
とはできますが、最後は現地調査が必要になる。 
 
3． GIS データの関係機関との共有についての調査(共有の有無と現状等) 
現在中川町では関係機関との GIS データの共有はされていない。中川町内での関係機関は北
はるか農業協同組合と農業振興センターですが、両機関とも現時点では農地情報等を照会し、
紙媒体で情報を受け取るのみでした。GIS の導入もされておらず、現時点では導入の予定もな
い。しかし、両機関とも将来的な GIS の必要性については感じているようである。今後起こる
であろう後継者不足・人手不足、全道的な情報のデータ化に対応するために導入を積極的に考
えなければならいと考えていた。 
 
4． 今後の GIS に関する希望や要望の調査 
 作付管理をするにあたって作付面積を毎年更新するため、現在図面を確認したうえで現地調
査をしている。また中山間地域直接支払制度という草地比率で国から交付金がでる制度で交付
金申請の為に草地の比率を現地で調査している。これらは人手を要し、時間も手間もかかる作
業である。現在の状況では GIS を利用してこれらあの業務を行うことができず、業務が滞って
しまったり情報が更新できず古くなってしまったりしている状況なので、GIS を利用して業務
効率を良くして負担を軽減したいと考えていた。 
 また現在、GIS を利用した荒廃農地・遊休農地の管理については調査に時間がかかってしま
うため、取り組みたいと考えていてもできない状況にある。さらに作物毎の作付面積の管理を
行いたいと考えていますが、これに関しては畑作物共済という指定された作物が災害や事故に
見舞われた時の共済があり、農業協同組合が共済対象のみ調査をしていて関係機関で共有して
います。しかし共済対象のみのため、全体の作付面積を知るにはその他の作付面積の調査が必
要になり、人手・時間が不足して取り組めていません。 
 このように取り組みたくても様々な理由により、農業振興のための GIS 利用を行いたくても
できていない状況にある。 
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【林業 GIS】 
1． GIS に係る設備・情報についての調査 
導入時期 平成 27 年(GIS 導入は平成 12 年度) 
予算 導入：2100 万円 年間：100 万円 
ソフト GEOSIS FOREST 森林業務支援システム 
 
データ 
森林管理 分収林 
森林現況 天然林 
路網 制限林 
公道 土砂危険 
団地 境界明確化 
保安林 背景地図 
 データは大別すると以上の通りだが、細かい情報に分けると膨大なデータがある。 
 
2．GIS を利用した業務内容の調査 
 GIS を利用した業務内容は多岐にわたるので、主な業務例を挙げていくこととする。 
【路網計画】 
 路網計画を立てる業務では、地形・航空写真・他路網との接続・周辺情報等の確認をして行
う。対象となる場所に現存している路網(図 18 黄色い線)を表示し、施業効率を考えながら他路
網や公道との接続を見て路網を作る場所を決めていく(図 18 青い線)。図 18 の場合現存する路
網と大きな道路をできるだけ短距離でつなぐ路網を作成。また等高線を確認し、大きな沢や急
な傾斜をできるだけ避け、避けられない沢の規模や数の確認もしていく。 
 
図 18 路網計画図 
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 また林小班図を載せ、路網上にある森林簿・施業履歴を確認する。図 19 より、ここでは主
に約 43 年生のアカエゾマツの人工林を平成 23 年度に択伐しているということがわかる。択伐
は補助金適正化法により 3 年に 1 度と決められているので、路網を作るのにこの森林で作業す
るのは少なくとも 26 年度ということが確認できる。 
 
図 19 森林簿・施業履歴確認図 
 
【間伐対象林分の抽出】 
 間伐対象林分の抽出業務では、樹種・林齢・路網等の確認をする。まず図 20 のように森林
簿検索から林種が人工林、林齢が 30～130年生の林分を例として抽出していく(図 20赤い部分)。
この図から確認できることは、南側の部分は冬になると抽出部に行くためのゲートが閉まって
しまうため、その前に間伐作業を行わなければならないということがわかる。 
 
図 20 間伐対象林分抽出図 
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 また図 21 は一部を拡大したもので、森林の所有者毎に斜線で色分けされている。ここで対
象林分が他の所有者の森林に入っていないかを確認する。図 21 では青い斜線が森林組合が所
有している森林ですが、ここでは入っていないということが確認できる。 
 さらに路網情報(黄色い線)を載せることでこの林分の間伐をするには新しい路網を作った方
が将来的にもさらに広範囲の間伐を行うことができる等、周辺情報を確認して将来的な森林施
業を見ていく。 
 
図 21 対象林分周辺情報図 
 
【天然林の作業区分の確認】 
 天然林の作業区分の確認業務では針葉樹林・樹高・疎密度等の確認を行いっていく。図 22
左側は対象天然を表示したもので、赤い線は林小班、紫の線が天然林である。 
 
図 22 天然林作業区分図 
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 次にここの天然林について詳しく調査していく(図 22 右側の図)。まず天然林にはその天然林
の種類毎にその種類名が付けられている。L が広葉樹、M が混交林、N が針葉樹でその隣にく
る数字は樹高を表していて、1 が 16ｍ以上、2 が 16ｍ未満である。またそのあとの D は疎密度
を表していて、その後の数字が 1 なら疎密度が高く、2 なら疎密度は低いということがわかる。
つまり L1D1 は樹高が 16 メートル以上で疎密度が高い広葉樹ということになる。その種類毎に
天然林の作業区分を確認していく。例えは L1D1 だと択伐、L2D2 の樹高が 16m 未満の疎密度
が低い天然林は樹下植栽や人工造林となる。 
 
 ほかにも林業 GIS ではデジタルの地形図(10ｍメッシュ)とアナログの地形図(5ｍメッシュ)を
背景データとして入れておくことで、用途によって使い分けられるようにしている。アナログ
地形図は過去に人間の手で書かれたものでとても正確であるが、とても古いものなので地形が
変わってしまっているところがある。デジタル地形図はデータとしては新しいが、誤差が大き
いという欠点がある。また航空写真も 2 種類入れていて、一つは平成 17 年の航空写真、もう
一つは平成 27 年の航空写真である。この 2 つを見比べることで路網や森林の変化等を見るこ
とができ、より具体的に森林計画を進めることができる。 
 
3． GIS データの関係機関との共有についての調査(共有の有無と現状等) 
中川町持続的森林経営確率推進協議会に参加している中川町、上川北部森林組合中川支所、 
遠藤工業組合、中川町森林協同組合の間で GIS データをクラウド上で共有できるようになって
いる。個人情報などの一部制限はかかっているが、それ以外はそれぞれが自由に閲覧し、また
それぞれの管轄においてはデータの更新・修正も行うことができる。 
 しかしそれぞれの GIS に対する意識にはやはり温度差があり、中川町及び上川北部森林組合
では業務上で GIS を有効的に活用しているといえるが、遠藤工業及び中川町森林協同組合では
データの閲覧のみでほとんどが未活用である。 
 
4． 今後の GIS に関する希望や要望の調査 
 地形図について現在のデータでも業務自体には差し支えないが、できればレーザー測量でよ
り精度の高い地形情報がほしい。しかし、これについては予算不足のため取り組めていない。
またきのこや木の樹皮等の特用林産物と林業を組み合わせ、GIS で管理することで補助金適正
化法によって各施業が何年かに 1度と決められたりしているために放置されてしまっている路
網を活用していきたいと考えている。 
 
 このように林業分野では担当者の努力もあり積極的に GIS が活用されてきていますが、まだ
まだ人力で作業する部分が GIS 仕様になっておらず、現地で調査した情報が GIS に反映するこ
とができないという問題も起こってきている。 
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4.3 アンケート調査・ヒアリング調査の考察 
 全地方自治体でのアンケート調査、中川町でのヒアリング調査で農業 GIS について調べてみ
ると GIS の導入から利用、データ更新まで資金不足や人手不足のためやりたくてもできないと
いう現状があった。人手不足については、地方自治体には人事ローテーションというものがあ
り、数年で担当者が変わってしまうため GIS に特化した人材の育成が難しいという課題がある。
GIS の導入については各地方自治体の色、つまり中川町のように森林分野に力を注いていると
いうような偏りがどうしても出るため、中川町のように小さい町は特に全ての分野において資
金、人手、時間を使うことは難しく、利便性は理解していても実際に取り組むことはできない
ということがあるということが解った。 
 これらのことから GIS の導入はもちろんのこと、導入はしていても情報の更新が行えずに古
いままになってしまったり、情報を管理するのみで農家の方や関係機関にフィードバックした
りすることができないなど、本当の意味での農業振興のための GIS 利用につながっていないと
いうことがわかった。 
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4.4 農業振興のための GIS 利用の提案 
【GIS に必要な 5 つの要素】 
 ESRI ジャパンが GIS を導入するにあたって必要な 5 つの要素をホームページ上で述べてい
る。 
・作業フロー 
  GIS の導入によって解決したい課題を明確にして目的を設定。その目的にたどり着く 
ための手順を整理して「作業フロー」を計画する。導入時にまず必要となる作業である。 
・人材 
  作業フローを実行していく人材。この「人材」が 5 つの要素の中で最も重要だと言われて
いる。 
・ソフトウェア 
  人材が作業フローを実行するツールとしての「GIS ソフトウェア」。目的に応じて市販 
のソフトウェアを選択したり、場合によってはカスタマイズしたりする。 
・データ 
  GIS では一般に、基盤データと主題データの 2 種類の「データ」を使用する。基盤デー 
タとは背景地図や航空写真等の汎用的なデータで、主題データとはユーザーの目的に特化 
したデータのことである。 
・ハードウェア 
  ソフトウェアを動作させたり、データを格納したりするには「ハードウェア」が必要と 
なる。サーバやネットワーク等のシステムデザインにも注意が必要になる場合もある。 
 
【5 つの要素毎の提案】 
 本研究ではこの 5 つの要素を基に、地方自治体で利用しやすいよう提案を行っていく。調査
結果により、GIS の導入・利用促進のためには安価に整備できる提案が必要を考えられる。そ
こで 5 つの要素毎に提案を行っていく。 
・作業フロー 
  作業フローに関しては目的にたどり着くための手順のことなので、ここでは除外して 
考えることにする。 
・人材 
  アンケート結果で研修会・勉強会の回数を増やしてほしいという声がとても多かった 
ことや、人事ローテーションに対応するため、自治体向けの研修会・勉強会の回数を増や 
し、且つ定期的に行うことが必要となる。開催地は振興局毎にすることで、今まで参加し 
ずらかった市町村についても参加が容易になり、振興局毎の広域での連携も図ることが 
できる。また自治体自身が研修会を開き、関係機関・地元企業を含めて行うことで、市町 
村全体の技術が向上し、関係機関との連携を強化することも可能になると考えられる。 
・ソフトウェア 
  導入前に調査し、業務内容によって選択することが大切になるが、複雑な作業を必要と 
しない場合は、大体の業務が無料ソフトでも昨日としては十分だと考えられる。ソフトを 
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無料にすることで大幅にコストカットすることができる。 
・データ 
  アンケート結果でデータについて多かった意見が、航空写真が高コストなため更新が 
容易ではなく、データが古くなってしまうということだった。そこで航空写真ではなく、 
無料で利用することのできる地理院地図やオープンデータ、より安価な人口衛星画像を 
利用する方法が考えられる。 
・ハードウェア 
  最低限必要となる、デスクトップ PC を整備することとすると、GIS を利用するには大 
体 10 万円程度で十分な機能だと考えられる。 
 
【中川町をモデルに提案】 
 上記の提案を実際に中川町で行ってみた場合どうなるかを見ていく。 
・人材 
  中川町で研修会を年 2 回、講師を 2 人お呼びして行う。 
・ソフトウェア 
  無料ソフトの QGIS を利用。 
・データ 
  衛星画像 Digital Globe 社 World View-2 1 ㎢ 3,300 円のものを使用。 
  (World View-2 http://www.sed.co.jp/sug/contents/satellite/satellite_worldview2.html) 
・ハードウェア 
  10 万円のデスクトップ PC の整備。 
データに衛星画像を使用することとしたが、衛星画像の場合雲が入ってしまうことがあるた
め 、 衛 星 画 像 の 補 助 や 詳 細 の 撮 影 の た め に ド ロ ー ン を 1 台 使 用 。
 
図 23 World View-2 航空写真 
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図 24 予算提案表 
 
 中川町農業 GIS では導入時 900 万、年間 90 万円の予算でしたが、この提案で計算すると約
50 万円となり、現在の年間予算よりも 40 万円安く GIS の導入を行うことができる。コストを
削減することができた分、数年に一度航空写真を更新することも可能となり、その他データの
追加やドローンの交換、GPS 測量機器の購入等様々なことに予算を使うことができ、GIS 利用
の幅も広がっていくと考えられる。 
 
【今後】 
 本研究で行ったアンケート調査を北海道庁にご協力をいただいて行ったことで、北海道庁で
も地方自治体の農業 GIS 利用の現状を把握することができ、今後各種補助制度、GIS 研修、農
業関係機関との情報共有促進等 GIS 利用のための対策が立てられる可能性がある。 
 また酪農学園大学として、本研究での調査であった「現段階で必要性を感じない」「導入は
したけれど活用していない」「そもそも GIS がわからない」という声に対して、普及活動、技
術向上、人材育成等の支援を行っていけることが望ましいと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
金額 備考
人材育成 160,000
人件費 120,000 2回/年　2人
雑費 40,000 2回/年
データ 118,800
衛星画像 118,800 3,300/㎢農地面積：約35㎢
ソフトウェア 0
QGIS 無料
ハードウェア 220,000
PC 100,000
ドローン 120,000
合計 498,800
31 
 
要約 
 
Title: The present situation of GIS for agriculture in local government And 
Suggestion of the GIS use for agriculture promotion. 
  
The GIS spread advances in Hokkaido`s local governments by the promotion activity 
of the government and enterprise .But there are few local governments using GIS for 
agriculture promotion effectively. 
 Therefore this report conducted a questionnaire survey with local governments in 
Hokkaido and hearing survey with Nakagawa-Cho as a target. And this report 
suggest a way of the effective use the GIS from the problem that I understood by 
questionnaire and hearing survey. 
 As a result of questionnaire and hearing survey, I understood that a local 
government can`t use of the GIS for agriculture promotion even if they introduced 
GIS. For example, data become old because they can`t update of data and they can`t 
feed back data to farmhouse and the engine about agriculture. Also there are lots of 
problem about shortage of workers and the budget. So this report suggested using 
GIS lighten the burden imposed on that problem from the point of view of GIS 
facilities, joint ownership of data and supporting system. 
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